
(単位：円）

金 額 金 額

　 流    動    資    産 1,373,673,399  　流    動    負    債 961,456,750

現 金 及 び 預 金 444,246,133 支 払 手 形 42,364,875

受 取 手 形 29,347,155 買 掛 金 595,658,003

売 掛 金 485,537,070 未 払 金 50,618,001

仕 掛 品 398,293,895 未 払 費 用 136,909,411

前 払 費 用 6,333,865 未 払 法 人 税 等 108,920,859

未 収 入 金 6,441,955 前 受 金 23,452,100

従業員関係短期貸付金 4,204,994 そ の 他 3,533,501

貸 倒 引 当 金 △ 731,668

   固    定    資    産 343,126,569 　 固    定    負    債 437,704,942

有形固定資産 270,573,379 退 職 給 付 引 当 金 437,704,942

建 物 5,115,000

機 械 及 び 装 置 252,073,113 1,399,161,692

工 具 、 器 具 及 び 備 品 6,474,255 （純　資　産　の　部）

建 設 仮 勘 定 6,911,011  　株 　主　 資　 本 317,638,276

無形固定資産 21,493,190 資 本 金 100,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 20,575,222 利 益 剰 余 金 217,638,276

そ の 他 917,968 そ の 他 利 益 剰 余 金 217,638,276

投資その他の資産 51,060,000

繰 延 税 金 資 産 51,000,000

そ の 他 60,000 317,638,276

1,716,799,968 1,716,799,968資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

貸　借　対　照　表
（　2023年3月31日現在　）

科 目 科 目

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

負 債 合 計

純 資 産 合 計



芝浦プレシジョン株式会社

個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
①原材料

②仕掛品

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物、建物附属設備 6 年 ～ 18 年

機械装置 2 年 ～ 14 年

工具器具備品 2 年 ～ 15 年

(2)無形固定資産
定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウエア 5 年

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)退職給付引当金

４．収益及び費用の計上基準

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

(2)グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、従業員退職手当金規定に基づく期末要支給額を計上しており
ます。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降
に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。

　商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約
に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、顧客の検収時
点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、検収時点で収
益を認識しております。部品等で検収が行われない場合は、出荷基準を採用しております。
　費用は、発生主義により収益費用対応原則に基づいて計上しております。



Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 円

長期金銭債権 円

短期金銭債務 円

長期金銭債務 円

Ⅲ 損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 円

仕入高 円

営業取引以外による取引高 円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

１．当該事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 株

Ⅴ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認、未払賞与の否認等であります。

200,000

152,372,015

－

1,216,112,964

－

80,313,221

163,268,262

24,200,933

－


